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18歳人口は112万人（R4）から102万人（R14）へと10年間で9％減少する見込みです。
18歳人口が減少し続ける中でも、大学進学率は上昇しましたが、2018年（H30）以降は18歳人口

の減少に伴い、大学進学率が上昇しても大学進学者数は減少傾向となります。

１ 高等教育機関をとりまく情勢

（１）18歳人口と進学率の推移

出典：「我が国の未来をけん引する大学等と社会の在り方について（第一次提言）（参考資料集）」を参考に作成
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2005年以降、私立大学の３割以上が入学定員未充足である状態が継続しています。
（2021年度は46.4％まで上昇）

１ 高等教育機関をとりまく情勢

（２）定員未充足の私立大学数

２

（校）

出典：「我が国の未来をけん引する大学等と社会の在り方について（第一次提言）（参考資料集）」を参考に作成



近年、四年制大学への転換や廃止により短期大学が減少しています。また、四年制大学では、
専門職大学の新設などにより微増しています。このほか、地方では私立大学からの転換により
公立大学が微増する動きも見られます。

１ 高等教育機関をとりまく情勢

（３）大学・短期大学の推移
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出典：「我が国の未来をけん引する大学等と社会の在り方について（第一次提言）（参考資料集）」を参考に作成
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■「姫路に総合大学を」という姫路市を中心とした西播磨4市21町84万人（当時）の長年にわたる地
域の総意を背景に、36万人の署名、10億円に上る募金など、地域を挙げての大学誘致活動の下、姫
路市から大学用地や50億円等の支援を受け、全国初の「公私協力方式」により、昭和62年に開学

■外国語学部・法学部の2学部に加えて、平成元年度に経済情報学部を設置し、文系大学として入学
定員及び学生数を増加してきたが、平成8年度をピークに志願者及び学生数は減少

■医療保健学部、薬学部、看護学部の開設、文系学部の定員削減、組織改編に取り組み、医療系大学
としての性格を強化促進したものの、学生数の回復には至らず

■運営主体の学校法人獨協学園は「姫路獨協大学の公立大学法人化に関する要望書」を姫路市に提出
（令和3年5月14日）

■市長からの諮問を受け、姫路獨協大学在り方審議会において全5回の会議を開催（経営の推移、改
善の取り組みの評価・分析、全国の事例、公立化した場合の財政シュミレーションによる妥当性を
議論）

■審議会答申において、「公立大学法人化だけをもって大学の実態が向上するものではない」「市が
大学運営のノウハウを有していない」「市の財政に与えるマイナスの影響」などの理由から、「公
立大学法人への移行は難しく、私立大学として存続していくことが望ましい。まずは獨協学園によ
る自主的な再建を基本と考える」とした。（令和4年2月19日）

※姫路市HP「姫路獨協大学の在り方審議会答申」、獨協学園HP「【重要】獨協学園からのメッセージ」を参考に作成

１ 高等教育機関をとりまく情勢

（４）地方私立大学の公立化転換に向けた事例

４

全国で地方私立大学による公立化転換の動きはあるものの、姫路市の事例では学校法人姫路獨協学
園からの「姫路獨協大学の公立大学法人化の要望」に対し、「公立化だけが大学の実態が向上するも
のではない」等の理由から、公立大学法人化は困難であるとの判断に至った。（令和4年4月28日）



□2040年の展望と高等教育が目指すべき姿 －学修者本位の教育への転換－

・予測不可能な時代にあって、高等教育は、学修者が自らの可能性を最大限に発揮するとともに、多様
な価値観を持つ人材が協働して社会と世界に貢献していくため、学修者にとっての「知の共通基盤」
となるという視点に立ち、「何を学び、身に付けることができるのか」を中軸に据えた多様性と柔軟
性を持った高等教育への転換を引き続き図っていく必要がある。

・高等教育は、我が国のみならず世界が抱える課題に教育と研究を通じて真摯に向き合い、新たな社
会・経済システム等の提案をしていくこと、その成果を社会に還元することを通じて、社会からの評
価と支援を得るという好循環を形成することにより、「知識の共通基盤」から更に進んで「知と人材
の集積拠点」としての機能を継続的に発展させていくことが重要である。

□教育研究体制 －多様性と柔軟性の確保－

・個々人がその可能性を最大限に活かし、AI時代やグローバル時代を生きていく能力を獲得するために
は、画一的な、教育を提供する側が考える教育を脱却し、高等教育は「多様な価値観を持つ多様な人
材が集まることにより新たな価値が創造される場」＝「多様な価値観が集まるキャンパス」になるこ
とが必要である。

・「多様な価値観が集まるキャンパス」となるためには、「多様な学生」を受け入れることのできる体
制を整備するとともに、学部・学科を超え、大学を超えた人的資源の共有を通して、「多様な教員」
による多様な教育研究を展開することが必要である。

・高等教育機関が「多様性」を発揮するためには、各大学は自らの強みや特色を意識して、自大学の発
展の方向性の明確化や他大学との連携の推進など、「強み」を強化していくことが必要である。

・高等教育機関には「多様性」と「柔軟性」が求められるとともに、高等教育機関で学ぶ学生や、教育
研究を行う教員は、組織に縛られることなく、その「流動性」を確保していくことが必要である。

２ 国の動向等

（１）2040年に向けた高等教育のグランドデザイン

５

平成30年11月26日

中央教育審議会

※出典：文部科学省HP「2040年に向けた高等教育のグランドデザイン（答申）【概説】」より抜粋



２ 国の動向等

（１）2040年に向けた高等教育のグランドデザイン

※出典：文部科学省HP「2040年に向けた高等教育のグランドデザイン（答申）【概要】」
６

平成30年11月26日

中央教育審議会



２ 国の動向等

（２）これからの時代の地域における大学の在り方について

７

□地域における大学の役割

・地域にとって欠くことのできない人材育成機関としての役割
・大学は高度な研究能力を有する機関としての役割
・地域の文化や歴史を発展・継承していく役割
・知と人材のハブとしての役割

□「地域の中核となる大学」に求められるもの

・大学が地域の中核的な拠点となっていくに当たっては、地域のために大学が貢献するとともに、
地域も大学と一緒になって取組を進めていく、そのような大学と地域の関係の構築が重要であ
る。

・地域への優秀な人材の輩出や、大学の知の活用・社会実装を通じた地域の課題解決や地域経済
の発展を支え地域に貢献するとともに、ひいては日本や世界の課題解決に貢献する「地域の中
核となる大学」を目指していく取組が必要と考えられる。

※出典：文部科学省HP『「これからの時代の地域における大学の在り方について－地方の活性化と地域の中核となる大学の実現－」（審議まとめ）【本文】より抜粋

令和３年12月

中央教育審議会大学分科会



２ 国の動向等

（２）これからの時代の地域における大学の在り方について

※出典：文部科学省HP『「これからの時代の地域における大学の在り方について－地方の活性化と地域の中核となる大学の実現－」（審議まとめ）【概要】
８

令和３年12月

中央教育審議会大学分科会



３ 帯広畜産大学の動向

９※出典：国立大学法人北海道国立大学機構HP「教育イノベーションセンター」より抜粋



３ 帯広畜産大学の動向

10※出典：国立大学法人北海道国立大学機構HP「教育イノベーションセンター」より抜粋



３ 帯広畜産大学の動向

11※出典：国立大学法人北海道国立大学機構HP「オープンイノベーションセンター」より抜粋



３ 帯広畜産大学の動向

12※出典：国立大学法人北海道国立大学機構HP「オープンイノベーションセンター」より抜粋



３ 帯広畜産大学の動向

順位 大学名
種
別

本部所在地
学生1000人
あたりの
研究数

１ 帯広畜産大学 国 北海道帯広市 51.0

２ 東京大学 国 東京都文京区 43.3

３ 岐阜県立看護大学 公 岐阜県羽鳥市 36.5

４ 浜松医科大学 国 浜松市 36.2

５ 豊橋技術科学大学 国 愛知県豊橋市 35.2

６ 東京海洋大学 国 東京都港区 33.2

７ 秋田県立大学 公 秋田市 31.3

８ 東京農工大学 国 東京都府中市 30.7

９ 北見工業大学 国 北海道北見市 29.2

10 名古屋工業大学 国 名古屋市 28.4

順位 大学名
種
別

本部所在地
学生1000人
あたりの
研究数

１ 東京女子医科大学 私 東京都新宿区 114.1

２ 帯広畜産大学 国 北海道帯広市 60.9

３ 信州大学 国 長野県松本市 49.0

４ 東京海洋大学 国 東京都港区 47.4

５ 東京大学 国 東京都文京区 46.4

６ 産業医科大学 私 北九州市 45.5

７ 東京医科大学 私 東京都新宿区 45.3

８ 浜松医科大学 国 浜松市 41.9

９ 豊橋技術科学大学 国 愛知県豊橋市 41.0

10 秋田県立大学 公 秋田市 38.4

地元との共同研究件数 （件） 地元との共同研究件数と受託研究件数の合計 （件）

学生1,000人あたりの「地元との共同研究件数」は帯広畜産大学（51.0件）が全国１位となって
おり、「地元との共同研究件数と受託研究件数の合計」では帯広畜産大学（60.9件）が全国２位
となっています。

13※出典：日経グローカル No.422 2021.10．18「大学の地域貢献度調査から」より抜粋



まちづくりに関すること 動物園との連携に関すること
ヒトと動物（ウマ）の絆による
社会貢献事業に関すること

その他必要と認める事項

審議会の委員等への就任 帯広市動物園への協力
ヒトと動物（ウマ）の絆による社会貢献事業の
実施

帯広市の施設等での大学情報の提供

留学生のまちづくりへの参画に関する協力 帯広畜産大学・おびひろ動物園連携会議の実施 調査研究への協力 留学生の市営住宅入居支援

ボランティアなどまちづくり活動情報の提供と
参画

帯広畜産大学サテライトブースの管理 国内外の大学や企業との連携に関する意見情報交換

学生と地域がつながるまちづくり支援事業 学生参加事業の実施 帯広畜産大学地域連携フェロー制度の活用

学生企画事業の実施 期日前投票所の設置

共同研究の実施

新入生への学習目的に対しての無料入園化

解剖病理鑑定の実施

合同イベントの開催

農業共生圏高度専門家育成事業への協力

４ 帯広畜産大学と帯広市の連携事業

14

教育及び人材育成に関すること 生涯学習に関すること 学術研究に関すること 産業の振興に関すること

出前授業・大学体験授業 市民大学講座 受託研究・共同研究の実施 大学の研究成果を活用したベンチャー企業への支援

職場体験学習 畜大ふれあいフェスティバルへの協力 調査研究への協力 企業の共同研究及び受託研究の仲介及び斡旋

大学授業への講師派遣（内科学実習、とかち学） 図書館法に基づく連携協力 フードバレーとかち人材育成事業の実施

児童会館への出前講座 郷土資料の電子化 産業振興に関する各種セミナー等への講師派遣

インターンシップの受入れ 情報検索ガイダンス

博物館実習の受入れ 市民文庫を大学に設置

卒論テーマの調査研究への協力 広報資料の相互展示・配布

基礎学術ゼミナール（動物園） 移動図書館バスの巡回

全学農畜産実習

環境生態学実習Ⅰ（動物園）

令和４年度連携協力事業計画


